
【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

9,890正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

52
令和元年度決算額（千円）

相談業務委託

パンフレット作成

令和元年度決算額（千円）

69

10,140

520

10,608312

5,356

312312

事業評価シート 2060040

0

832

2,774

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

16,016

3,902 3,809

_

弁護士報償費

001番号

岐阜市市民相談業務実施要綱

57

2,717 2,679

520 5,356

15,49683215,246 832

5205,408

7171,0281,008

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

3,605

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

安心な暮らしにつながる防犯や交通安全などの充実 政策コード 5

昭和４７ 年度年度～

直営 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

相談業務

毎日（開庁日/曜日により各種の相談）

令和２年度
（実施内容）

法律相談を始め、くらし、交通事故、労働なんでも、職業、行政、人権、不動産、税務、登記、建
築、心配ごと、土地境界、行政手続、結婚相談の１５種類の専門相談窓口の開設

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

法律相談を始め、くらし、交通事故、労働なんでも、職業、行政、人権、不動産、税務、登記、建
築、心配ごと、土地境界、行政手続、結婚相談の１５種類の専門相談窓口の開設

事 業 名

担当部名 市民協働推進部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

市民相談業務

市民相談室

- 2 - 0 - 0

実施方法

市民

実施期間

市民の日常生活における悩み事や心配事などの相談に応じ、適切な助言を行うことにより、市民
サービスの向上を図る。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

3,902 3,809

収入内訳

計（D）=B+C

19,148

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

3,605

19,148

19,825

19,101

令和２年度決算額（千円）

19,101

19,825

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高
広報ぎふ等をはじめとした広報や長年の事業実施により、広く市
民に周知されていること、特定の市民に利用が限られることはな
く、公平性は保たれている。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

時代の変化に伴い日常生活における問題が多様化・複雑化して
いることなどから、市民相談に対する市民・社会のニーズは依然
として大きい。引き続き、市民の日常生活における悩み事や心
配事などの相談に応じ、適切な助言を行うことにより、市民サー
ビスの向上を図る。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

時代の変化に伴い日常生活における問題が多様化・複雑化して
いることなどから、市民相談に対する市民・社会のニーズは依然
として大きい。

各専門機関・団体がそれぞれの相談活動を行っているが、市が
各種専門相談を揃えた無料の相談窓口を設定することにより、
幅広い市民が気軽に相談することができるようになる。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

弁護士会、司法書士会等の協力により、幅広くまた専門的な相
談を行うことができている。

今後の社会情勢の変化に伴い、相談種類を見直すなど、常に市民の
ニーズに合った相談窓口を提供する必要がある。結婚相談について
は、県が実施する「ぎふ広域結婚相談事業ネットワークシステム」へ参
画している。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

高
毎年行っている来庁者アンケートにおいて、高い満足度が示さ
れており、市民の有益な相談窓口としての役割を果たしている。

目標値 3,800

実績値 2,720

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ×（未達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 相談件数 単位 件

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 15

実績値 15

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 5,178 5,477 7,022

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 専門相談窓口件数 単位 窓口数

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 相談者 相談者 相談者

受益者数 3,698 3,620 2,720



【１.基本情報】

【２.事業概要】

【３.支出（行政コスト）】
（１）人にかかるコスト

（２）物にかかるコスト

（３）総コスト

【４.収入】

【５.収支】

令和２年度決算額（千円）

4,945正職員

何を

どのくらい
（具体的
数値で）

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（ｱﾙﾊﾞｲﾄ） 0

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ（嘱託職員）

令和元年度決算額（千円）

令和元年度決算額（千円）

5,0705,304156

0

156156

事業評価シート 2060040

0

156

55

令和２年度決算額（千円）直接経費
【直接事業費】

（Ｂ）

計（Ａ）

直接事業費の主
な内訳

項
目

5,304

0 54

_

封筒（印刷込）

002番号

岐阜市市長への手紙事務処理要綱

0 54

0

5,0701564,945 156

0

令和２年度決算額（千円）平成３０年度決算額（千円）

0

55

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）

市政参画の促進と透明性の高い市政運営 政策コード 7

昭和46 年度年度～

直営 補助の種類※ 実施主体 岐阜市

事
業
の
対
象

人件費（千円） 人日（人） 人件費（千円） 人日（人）

市長への手紙（提案、要望、意見、質問、苦情、その他）

常時

令和２年度
（実施内容）

「市長への手紙」は、市長への手紙（封筒）、ＦＡＸで受け付けるほか、ＨＰの「市民ご意見板」の中
に市長への手紙投書欄を開設。「市長への手紙」の封筒は、市役所や各事務所等に置いてあ
る。

平成３０年度決算額 令和元年度決算額 令和２年度決算額

人件費（千円） 人日（人）

事業の目的

「市長への手紙」は、市長への手紙（封筒）、ＦＡＸで受け付けるほか、ＨＰの「市民ご意見板」の中
に市長への手紙投書欄を開設。「市長への手紙」の封筒は、市役所や各事務所等に置いてあ
る。

事 業 名

担当部名 市民協働推進部 担当課名

誰に
（対象者・対
象者数）

「市長への手紙」事業

市民相談室

- 2 - 0 - 0

実施方法

市民

実施期間

市民がまちづくりに参画し、「市民と行政がまちづくりのパートナーとして、お互いに学び合い、育
ち合うことのできる社会」を築くことを目指し、まちづくりや市政に関する提案・意見を、より多くの
市民から寄せてもらい「協働のまちづくり」を進めていく。

事業の内容

根拠法令
　関連計画※

未来地図政策

令和２年度決算額（千円）減価償却費
【施設管理】※

（C）

平成３０年度決算額（千円）

県支出金

使用料・手数料

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円） 令和２年度決算額（千円）総事業費（E）
＝A+D

0 54

収入内訳

計（D）=B+C

4,945

国庫支出金

市債

平成３０年度決算額（千円）

その他

計（Ｆ）

55

4,945

5,358

5,125

令和２年度決算額（千円）

5,125

5,358

00

平成３０年度決算額（千円） 令和元年度決算額（千円）市負担額一般
財源（E－Ｆ）

令和元年度決算額（千円）

0



【６.コストバランス】

【７.指標】

【８.評価】

　公平性
（受益者及び受益者負担は適正か）
　※【２】【６】【７】から

高

多くの市民から提案・意見を出していただけるよう、「市長への手
紙用封筒」（郵送料を岐阜市が負担）を市役所、各事務所、各コ
ミュニティセンター等に設置し、また市ホームページの投稿
フォームやFAXによる投書も受け付けている。小学生からご高齢
の方まで幅広くお手紙をいただいている。

 〔総合評価〕
（現状維持・改善（統合・縮小含む。）・廃止）

現状
維持

市民が手紙やEメール・FAXにより市政に対して提案や意見等を
述べることができ、幅広い年齢層からの投書がある。まちづくり
（市政）に参画できる一つの方法として、市民に受け入れられて
いる。

　必要性
（①目的が市民・社会のニーズに合っているか）
 （②事業を市が担う必要があるか（民間・国・県））
　※【１】【２】から

高

市民がまちづくり（市政）に参画する方法の一つとして、重要な役
割を担っている。

市政に対する提言・意見のため。

　効率性
（①費用対効果）
 （②他に効率的な方法がないか

 （広域・民間活用・市民協働））
　※【１】【３】【４】【５】【６】から

中

少ない人件費・事業費で事務を遂行し、適切な効率性を保って
いる。

現在の方法が妥当と考えられる。

　有効性
（期待した効果が得られたか
　又は計画した将来に効果が得られる見込か）
　※【２】【７】から

中
市民から寄せられた提言・意見に対して、適切に回答するととも
に、各担当部局において必要な対応を行っており、期待した効
果が得られている。

目標値 280 280 280

実績値 405 609 845

評価項目 評価 理由（可能な限り定量的又は定性的な指標を用いて説明）

達成状況 ○（達成） ○（達成） ○（達成）

アウトカム評価 （アウトプットによりもたらされた成果）

成果指標名 施策検討等の契機となった提案、意見等 単位 件

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

目標値 250 250 250

実績値 351 524 674

受益者１人当たりのコスト
（円、一般財源ベース） 14,089 10,225 7,604

アウトプット評価 （資源投入（インプット）により産出した活動（サービス））

活動指標名 必要な対応・処理を行った市長への手紙 単位 件

受益者負担額（千円） 0 0 0

受益者負担率（％） 0.0% 0.0% 0.0%

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

事業受益者 手紙の投書者 手紙の投書者 手紙の投書者

受益者数 351 524 674


